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1
＜一部病院事業会計＞
社会福祉施設等安全対策事業費

高 齢 者 支 援 課
障 害 者 支 援 課
家 庭 支 援 課
医 療 課
教 育 庁 管 理 課

2 共生社会実現事業費
障 害 者 支 援 課
家 庭 支 援 課

3 医療施設等防火対策推進費
障 害 者 支 援 課
医 療 課

4 保育人材活躍サポート事業費 子 育 て 政 策 課
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平成２８年度９月補正予算案主要事項説明

健康福祉部
教育委員会

事 業 名 社会福祉施設等安全対策事業費

予 算 額 １７８，４００千円 新規・継続の別 新規

（うち病院事業会計 ４，０００千円）

１ 趣 旨

社会福祉施設等の安全対策強化を図るため、非常通報装置

の設置等を実施

２ 事業概要

（１）民間施設

安全対策を行う民間施設の整備費に対して助成
（担当課：障害者福祉施設②、児童福祉施設④）

事 業 内 容 （２）府立施設

目 的 府立の社会福祉施設、医療施設、特別支援学校において

対 象 安全対策を実施

方 法 等
区 分 施設数 今回整備数 担当課

高齢者福祉施設 ①
社会福祉施設 １０ １０ 障害者福祉施設 ③

児 童 福 祉 施 設 ④

医 療 施 設 ３ １ 医療施設 ⑤
<病院事業会計> (対策済 ２施設)

特別支援学校 １４ １０ 特別支援学校 ⑥
(対策済 ４施設)

①高齢者支援課 福祉サービス担当 075-414-4574

②障害者支援課 地域支援･企画担当 075-414-4611

担当課・担当名 ③ 〃 福祉サービス担当 課･担当電話番号 075-414-4596

④家 庭 支 援 課 家庭福祉担当 075-414-4582

⑤医 療 課 病院事業･企画担当 075-414-4743

⑥教育庁管理課 管理担当 075-414-5768
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平成２８年度 ９月補正予算案主要事項説明

健康福祉部

事 業 名 共生社会実現事業費

予 算 額 ９３０，０００千円 継 続

１ 趣 旨

障害のある方や児童の自立支援のための社会福祉施設の整備に

対する助成

２ 事業概要

（１）障害者施設整備助成費

事 業 内 容 対象施設 事業実施（予定）

新たな施設の整備

目 的 ・障害者グループホーム 等
７箇所

対 象 既存施設の定員の増加を図るための整備 １箇所

方 法 等 老朽化や地域のニーズに伴う改修 １箇所

（２）児童養護施設整備助成費

対象施設 事業実施（予定）

乳児院の移転改築

（現在の大部屋を１室４～６名 １箇所

の小規模化に改築）

担当課名 (1)障害者支援課 地域支援・企画担当 課･担当 075-414-4611

(2)家庭支援課 家庭福祉担当 電話番号 075-414-4582
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平成２８年度９月補正予算案主要事項説明

健康福祉部

事 業 名 医療施設等防火対策推進費

予 算 額 ６２，０００千円 新規・継続の別 新規

１ 趣 旨

医療施設や社会福祉施設における防火対策を推進するた

め、入所施設を有する診療所や障害者グループホーム等の設

備整備（スプリンクラー等）に対する助成を実施

事 業 内 容

２ 事業内容
目 的

対 象 スプリンクラー等の設置に要する経費に対して助成

方 法 等

３ 補助対象

① 有床診療所、病院、助産所

② 障害者グループホーム

担当課・担当名
①医療課 医務・看護担当

課･担当電話番号
075-414-4749

②障害者支援課 地域支援・企画担当 075-414-4611
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平成２８年度９月補正予算案主要事項説明

健康福祉部

事 業 名 保育人材活躍サポート事業費

予 算 額 ２９７，０００千円 新規・継続の別 継続

１ 概 要
保育士確保の取組みを更に強化するため、潜在保育士の再就職時の就

職準備金の貸付額倍増などの制度拡充を実施

２ 事業概要
（単位：千円）

事 業 名 内 容 予算額

潜在保育士 潜在保育士が再就業する場合の就職準備金の貸付
事業内容 の再就職支 上限額を２０万円から４０万円に引き上げ

援事業 53,000
目 的 貸付額（上限） 就職準備金 ４０万円

対 象 ・再就職後、２年間の府内保育所等への実務従事
により返還免除

方 法 等
保育補助者 保育事業者に対する貸付対象に従前のフルタイム
雇上支援事 保育補助者の雇上げ費に加え、短時間勤務保育補
業 助者の雇上げ費を追加

貸付額（上限） ２２１．５万円（年額） 170,000

・既存のフルタイム保育補助者の貸付額（上限）
は、２９５．３万円（年額）

・保育補助者が３年以内の保育士資格取得により
返還免除

未就学児を 未就学児を有する潜在保育士に対する貸付対象に、
持つ潜在保 従前の保育料に加え、ファミリーサポートセンタ
育士に対す ー事業やベビ－シッター派遣事業の利用料金を追
る保育所復 加
帰支援事業 74,000

貸付額（上限） 事業利用料金の半額

・再就職後、２年間の府内保育所等への実務従事
により返還免除

計 297,000

担当課・担当名 子育て政策課母子保健・子育て支援担当 課･担当 電話番号 075-414-4591
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